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引き続き検討が必要な論点に関する今後の検討の進め方（案）
 本WGでは、デジタル空間における情報流通の健全性に関する各検討課題への対応の在り方について、下記左表

①～⑧の８つの論点に分類・整理しながら検討を進めてきたところ、第23回会合（2024年5月27日）までの検
討状況（参考資料WG25-1参照）を踏まえ、引き続き検討が必要な論点について、相互の関連性等の観点
から下記右図１～５の5つに再整理した上でさらに検討を進めることについて、どう考えるか。
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大分類 小分類

①

１．情報流通の
健全性を巡る
課題一般への
対応の在り方

a. 災害発生時等における情報流通の健全性
確保の在り方

② b. マルチステークホルダーによる連携・協力の
在り方

③ c. 偽・誤情報に対するコンテンツモデレーション
等の在り方

④ d. 情報伝送PFが与える情報流通の健全性
への影響の軽減に向けた方策の在り方

⑤
２．広告収入
を基盤とした
ビジネスモデル
に起因する
課題への対応
の在り方

a. 広告の質の確保を通じた情報流通の
健全性確保の在り方

⑥ b. 質の高いメディアへの広告配信に資する取組
を通じた情報流通の健全性確保の在り方

⑦ c. 情報伝送PFによる発信者への経済的
インセンティブ付与や収益化抑止の在り方

⑧ d. 情報流通の健全性確保の観点から見た
レコメンデーションやターゲティングの在り方

情報伝送PFによる偽・誤情報への
対応の在り方

（コンテンツモデレーションの実施の促進方策等）

情報伝送PFが与える情報流通の健全性への
影響の軽減に向けた方策の在り方

（情報伝送PFによる社会的影響の軽減措置等）

マルチステークホルダーによる
連携・協力の枠組み整備の在り方
（協議・決定の実効性担保方策等）

広告の質の確保を通じた
情報流通の健全性確保の在り方
（広告の事前審査の実効性向上方策等）

質の高いメディアへの広告配信に資する取組
を通じた情報流通の健全性確保の在り方
（広告主や広告仲介PFによる取組の促進方策等）
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１ 情報伝送PFによる偽・誤情報への対応の在り方
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 その流通・拡散による社会的影響の軽減等に向けて対応を検討すべき「偽・誤情報」の範囲については、少なくとも
次の①・②をいずれも満たす情報が原則として含まれるものと考えることが適当であるところ、

① 検証可能な誤りが含まれていること
※ 「内容」に誤りが含まれている情報のみならず、なりすましアカウントによる投稿など、発信者の「名義」に誤りが含まれる情報も含む。

② 次の各要素の有無・軽重に照らし、具体的な方策との関係で比例性が認められること
※ どのような「偽・誤情報」に対して、具体的にどのような対応（具体的な方策）を実施すべきかは、次のⅰ.～ⅲ.の各要素の有無・軽重により異なり

得る。
i. 当該情報そのものが有する違法性・権利侵害性・客観的な有害性（及びその明白性）
ii. 当該情報が流通することによる社会的影響の重大性（及びその明白性）
iii. ①の誤りが含まれることについての検証の容易性（誤りが含まれていることの明白性）

• ①の要件に関し、必ずしも誤りは含まれていないが文脈上誤解を招く（ミスリーディングな）情報や、事実ではあるが人を害す
る意図を持って発信された悪意ある情報をどう捉えるか。

• ②ⅰ.及びⅱ.の要素に関し、「違法性」や「権利侵害性」がない情報であっても、当該情報そのものが、又は当該情報が流通する
ことにより、人の生命、身体又は財産に重大かつ明白な悪影響を与えるような情報については「客観的な有害性」又は「社会的
影響の重大性」が認められ得る一方、それ以外のいかなる場合に、いかなる具体的な方策との関係で、「客観的な有害性」や
「社会的影響の重大性」が認められ得るか。

 パロディ・風刺など、「客観的な有害性」及び「社会的影響の重大性」がともに小さい情報については、対応を検討す
べき「偽・誤情報」の範囲に含まれないものと考えることが適当であるところ、

• その他、類型的に対応を検討すべき「偽・誤情報」の範囲に含まれないものと考えるべき情報として、どのようなものがあり得るか。
例）伝統メディアによる誤報をどう取り扱うか。
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（１）対応を検討すべき「偽・誤情報」の定義・範囲

１ 情報伝送PFによる偽・誤情報への対応の在り方：引き続き検討が必要な論点①



 情報伝送PFが偽・誤情報の流通・拡散を抑止するために講ずる措置（いわゆるコンテンツモデレーション）としては
下表のようなものが有効と考えられるところ、

• 表示順位の低下（④）について、可視性への影響が大きくなり得ることに鑑み、情報の削除（⑤）やアカウント停止・削除
（⑥）と同様の取扱いをすべきか。他方で表現そのものは残るため、これらとは区別すべきか。

• いわゆるプロミネンス（⑦）について、他の類型（①～⑥）とは異なる取扱い（促進方策等）が必要か。
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（２）偽・誤情報の流通・拡散を抑止するための「コンテンツモデレーション」の類型

１ 情報伝送PFによる偽・誤情報への対応の在り方：引き続き検討が必要な論点②

コンテンツモデレーションの主な類型
概 要

抑止効果 可視性への影響

①発信者に対する警告表示 低？ 影響なし 不適切な内容を投稿しようとしている、又は直近で投稿したことが判明している旨
の警告を表示する措置（投稿自体は可能）

②収益化の停止 中？ 影響なし 広告を非表示にしたり、広告報酬の支払いを停止することにより、収益化の機会
を失わせる措置

③ラベルの付与
中？ 影響なし 情報発信者の信頼性等を見分けるためのラベルを付与する措置（本人確認を

行っていない利用者の明示等）

中？ 一部影響あり 情報の信頼性等を見分けるためのラベルを付与する措置（ファクトチェック結果の
付与等）

④表示順位の低下 高？ 一部影響あり 投稿されたコンテンツを、受信者側のおすすめ欄等の表示候補から外したり、上位
に表示されないようにする措置

⑤情報の削除 高？ 影響あり
（可視性ゼロ） 投稿された情報の全部又は一部を削除する措置（新規投稿等は可能）

⑥サービス提供の停止・終了、
アカウント停止・削除 高？ 影響あり

（可視性ゼロ）
サービスの一部から強制退会、又はその一部の利用を強制終了し、新規投稿等
をできないようにする措置
アカウントの一時停止又は永久停止（削除）を実施する措置

⑦信頼できる情報の受信可能性の向上（いわゆるプロミネンス）



 情報伝送PFによるコンテンツモデレーションの実施を促進等するための方策としては、例えば次の①～⑤などが考えら
れるところ、

① 対応の透明性の確保を通じた過不足ない実施の確保 ② 対応の迅速化を通じた実施の促進
③ 可視性に影響しない措置の確実な実施 ④ 可視性に影響する対応も含む措置の確実な実施
⑤ 上記①～④の組合せによる対応

• 対象とする偽・誤情報の特性・性質※に応じ、必要な方策を一定程度類型化することは可能か。
※ 違法性・権利侵害性・有害性、流通することによる社会的影響の重大性、誤りの明白性

• これらの方策（特に②～④）によって実施の促進等を検討すべきコンテンツモデレーションについて、その契機（対象とする偽・誤
情報の特性・性質に応じた適切な申請主体の範囲）をどのように考えるべきか。
※ 例えば、違法性・権利侵害性はないが有害性や社会的影響の重大性が大きい偽・誤情報に対するコンテンツモデレーションに関し、当該情報付近

に広告を表示された広告主、ファクトチェック機関等が申請することについて、どう考えるか。
※ 行政法規に抵触する違法な偽・誤情報に対するコンテンツモデレーションに関し、所管行政機関による申請の透明性・アカウンタビリティ確保方策につ

いて、行政手続に関する既存の法的枠組みとの関係を含め、具体的にどう考えるか。

（３）偽・誤情報に対するコンテンツモデレーションの実施の促進方策

１ 情報伝送PFによる偽・誤情報への対応の在り方：引き続き検討が必要な論点③

 コンテンツモデレーションの実施を促進する以外に、偽・誤情報の発信を抑止するための方策として、どのようなもの
が考えられるか。
※ こうした方策として、例えば次の①～③などが考えられるところ、このうち①については、偽・誤情報の発信を抑止するための方策としての実効性に疑義が

あること、匿名表現の自由への制約となり得ることを踏まえれば、その導入には慎重な検討が必要と考えられるのではないか。
① アカウント登録時の本人確認の厳格化
② botアカウントの抑止策の導入（アカウントの有料化等）
③ 特定のサービスアーキテクチャの採用（シェア、リポスト等の拡散機能の利用に複数のアクションを要求する等）

（４）偽・誤情報の発信を抑止するためのその他の方策
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EUにおける「偽・誤情報」の定義・範囲①

 偽情報（Dis-information）：
虚偽の情報であって、個人、社会集団、組織又は国家を害する目的
で意図的に生成されたもの。

 誤情報（Mis-information）：
虚偽であるが、害を生じさせる意図をもって生成されたものではない
情報。

 悪情報（Mal-information）：
事実に基づく情報であって、個人、組織又は国家に害を与える目的
で利用されるもの。

（出典）Council of Europe report DGI(2017)09, Information Disorder: Toward an interdisciplinary framework for research and policy making, Sep. 27, 2017
（https://www.coe.int/en/web/freedom-expression/information-disorder）

 欧州評議会レポート「Information Disorder」（2017年9月）での定義

 偽情報（disinformation）は、検証可能な、虚偽又は誤解を招く情報で、経済的利益を得るため又は公共を
欺くことを目的として生成、表示、拡散され、それによって公共への損害が生じ得るものとして理解されている。

 公共への損害は、民主的な政治プロセス及び政策形成プロセスや、EU市民の健康、環境又は安全の保護等の
公益に対する脅威から成る。

 偽情報は、誤報、風刺及びパロディ、又は明白に確認されている党派性の強いニュース及び解説を含まない。

 欧州委員会コミュニケーション（2018年4月）での定義

（出典）Communication from the Commission to the European Parliament, the Council, the European Economic and Social Committee and the Committee of the Regions, 
Tackling online disinformation: a European Approach, Apr. 26, 2018
（https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/library/communication-tackling-online-disinformation-european-approach）
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 誤情報（misinformation）：
有害な意図を持たずに共有されながらも、その効果は未だ有害である虚偽の、又は誤解を招くコンテンツ。
例）虚偽の情報を善意で友人や家族に共有する場合

 偽情報（disinformation）：
欺き、又は経済的若しくは政治的利得を確保する意図を持って拡散され、公共への損害を生じさせ得る虚偽の、
又は誤解を招くコンテンツ。

 情報影響操作（information influence operation）：
偽情報と組み合わせて独立した情報源を抑圧することを含む幅広い欺罔的手段を用いて対象となる聴衆に影響
を与えるために国内又は国外の主体によって行われる組織的な試み。

 情報空間における外国による干渉（foreign interference in the information space）：
個人の政治的意図の自由な形成及び表現を妨げるために外国の国家主体又はその代理主体によって行われる
抑圧的・欺罔的な試み。

EUにおける「偽・誤情報」の定義・範囲②

（出典）Communication from the Commission to the European Parliament, the Council, the European Economic and Social Committee and the Committee of the Regions on 
the European democracy action plan, Mar. 12, 2020 
(https://commission.europa.eu/strategy-and-policy/priorities-2019-2024/new-push-european-democracy/european-democracy-action-plan_en#documents)

 偽情報に関する強化された行動規範（the Strengthened Code of Practice on 
Disinformation 2022）でも踏襲（※）
※同行動規範はさらに、「偽情報」が以下を含まないことを明記：
・ 誤解を招く広告
・ 誤報
・ 風刺及びパロディ
・ 明白に確認されている党派性の強いニュース及び解説

 欧州民主主義行動計画（2020年3月）での定義

8

https://commission.europa.eu/strategy-and-policy/priorities-2019-2024/new-push-european-democracy/european-democracy-action-plan_en#documents


豪州における「偽・誤情報」の定義・範囲①
 偽情報及び誤情報に関する豪州行動規範（Australian Code of Practice on 

Disinformation and Misinformation）での定義
 偽情報（Disinformation）：次の３要件を全て満たすデジタルコンテンツ（※1）。

a. 検証可能な形で誤っている、誤解を招く、又は詐欺的である。

b. 欺罔的行動（※2）を通じてデジタルプラットフォームの利用者間で伝播される。

c. その拡散が損害（※3）を生じさせる合理的な可能性がある。

 誤情報（Misinformation）：次の３要件を全て満たす（多くの場合は合法な）デジタルコンテンツ（※1）。

a. 検証可能な形で誤っている、誤解を招く、又は詐欺的である。

b. デジタルプラットフォームの利用者間で伝播される。

c. その拡散が損害（※3）を生じさせる合理的な可能性がある（が、明確に意図されてはいないかもしれない）。

※1 デジタルコンテンツ（Digital Content）：本行動規範の署名者が所有し、又は運営するプラットフォーム上でオンライン配信される
豪州の利用者を対象とするコンテンツであって、AIアルゴリズムの利用を通じるなどの自動的手段によって人為的作成され、操作され
又は修正されたコンテンツを含む。

※2 欺罔的行動（Inauthentic Behaviour）：スパム及びその他の形態の詐欺的、操作的又は大量で攻撃的な（自動的システ
ムを通じて実行される場合もある）行動が含まれ、また利用者のオンライン上の会話に人為的な影響を与えること及び／又はデジタ
ルプラットフォームの利用者にデジタルコンテンツを伝播するよう促すことを意図した行動が含まれる。

※3 損害（Harm）：以下のいずれかに対する確度が高く深刻な損害。
・ 不正投票、投票妨害、誤った投票情報など、民主的政治・政策決定プロセス
・ 市民の健康保護、社会で周辺化された人々若しくは社会的弱者の保護、公共の安全及び治安又は環境などの公共財
注）「確度が高く深刻な損害」には合理的に予測できない損害を含まない。
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豪州における「偽・誤情報」の定義・範囲②
 2023年通信法改正案（Combating Misinformation and Disinformation Bill）
での定義

 デジタルサービス上の誤情報（misinformation）：次の４要件を全て満たすコンテンツ（※1）の拡散。
a. 誤っている、誤解を招く、又は詐欺的な情報を含んでいる。
b. 適用除外（※2）に当たらない。
c. 豪州内の1人又はそれ以上のエンドユーザーにデジタルサービス上で提供される。
d. デジタルサービス上でのその提供が重大な損害を生じさせ、又はこれに寄与する合理的な可能性がある。

 デジタルサービス上の偽情報（disinformation）：次の５要件を全て満たすコンテンツ（※1）の拡散。
a. 誤っている、誤解を招く、又は詐欺的な情報を含んでいる。
b. 適用除外（※2）に当たらない。
c. 豪州内の1人又はそれ以上のエンドユーザーにデジタルサービス上で提供される。
d. デジタルサービス上でのその提供が重大な損害を生じさせ、又はこれに寄与する合理的な可能性がある。
e. 拡散し、又は拡散させている人物が、当該コンテンツをもって他人を欺罔する意図を有している。
注）偽情報は、外国勢力による、又は外国勢力に代わって行われる偽情報（の拡散）を含む。

※1 コンテンツ（content）：文書、データ、発話・音楽その他の音声、画像（動画を含む）その他の形式による、又はこれらを組み合
わせた形式によるコンテンツ。

※2 適用除外に当たるコンテンツ：
・ 真に娯楽、パロディ又は風刺の目的で作成されたコンテンツ
・ 専門的なニュースコンテンツ
・ 国内外の認定済み教育機関により、又は認定済み教育機関のために作成されたコンテンツ
・ 政府・自治体により認証されたコンテンツ 10



ニュージーランドにおける「偽・誤情報」の定義・範囲
 オンライン上の安全及び損害に関するニュージーランド行動規範（Aotearoa New Zealand 

Code of Practice for Online Safety and Harms）での定義
 偽情報（Disinformation）：次の３要件を全て満たすデジタルコンテンツ。

a. 検証可能な形で誤っている、誤解を招く、又は詐欺的である。
b. 欺罔的行動を通じてデジタルプラットフォームの利用者間で伝播される。
c. その拡散が損害（※）を生じさせる合理的な可能性がある。

 誤情報（Misinformation）：次の３要件を全て満たす（多くの場合は合法な）デジタルコンテンツ。
a. 検証可能な形で誤っている、誤解を招く、又は詐欺的である。
b. デジタルプラットフォームの利用者間で伝播される。
c. その拡散が損害（※）を生じさせる合理的な可能性がある（が、明確に意図されてはいないかもしれない）。

※ 損害（Harm）：利用者の安全及び／又はデジタル情報エコシステムの完全性に対して差し迫った深刻な脅威をもたらし、現実世
界での危害につながる可能性のある行為者、行動及び／又はオンライン上のコンテンツ。具体的には以下の7つのテーマのいずれかに
該当するもの。
① 児童の性的搾取及び虐待
② ネットいじめ又はハラスメント
③ ヘイトスピーチ
④ 暴力の扇動
⑤ 暴力的又はグラフィックなコンテンツ
⑥ 誤情報
⑦ 偽情報

11



12【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU・豪州・NZそれぞれにおける「偽・誤情報」の定義・範囲の比較①



13【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU・豪州・NZそれぞれにおける「偽・誤情報」の定義・範囲の比較②



情
報
伝
送
PF

LINEヤフー Google
（YouTube）

Meta TikTok Microsoft
（LinkedIn）

禁
止
さ
れ
る
「
偽
・
誤
情
報
」
（
例
）

●健康被害等をもたらす可能性
のある偽情報であって、ファクト
チェックにより反真実であること
が明らかな投稿【Yahoo!ニュー
スコメント欄】
●明らかに事実と異なり社会的
に混乱を招く恐れのある投稿
【Yahoo!知恵袋】
●明らかな偽情報として、架空
の出来事のでっちあげや虚偽の
内容の投稿【ファイナンス掲示板】
●真偽不明の情報の拡散
【LINEオープンチャット】
●当社または第三者になりすま
す行為【LINE VOOM】
●フェイクニュースなど虚偽の情報、
身体に影響を及ぼす食品、医療、
医薬品などの虚偽の情報を意図
的に発信・拡散・流布させる行
為【LINE VOOM】

●特定の種類の誤解を招くコン
テンツまたは虚偽が含まれるコン
テンツで、重大な危害を及ぼす
可能性のあるもの
●国勢調査の妨害：国勢調査
に関する時間、場所、方法、資
格要件について参加者を誤解さ
せることを目的としたコンテンツ、ま
たは国勢調査を著しく妨げる可
能性のある虚偽の主張
●改ざんされたコンテンツ：ユー
ザーの誤解を招くように技術的に
操作または改ざんされ（前後関
係を無視してクリップを切り抜く以
上の操作が多い）、重大な危害
を及ぼす可能性のあるコンテンツ
●虚偽のコンテンツ：過去の事
象の古い映像を現在の事象のも
のであると虚偽の主張をすること
で、重大な危害を及ぼす可能性
のあるコンテンツ

●実際の危害や暴力：人々
に対する差し迫った暴力または
実際の危害のリスクに直接つ
ながる可能性が高いと、専門
家のパートナーが判断した偽
情報および検証できない噂
●有害な健康関連の偽情
報：公衆衛生と安全に対する
差し迫った危害に直接的な害
をもたらす可能性の高い健康
誤情報
●投票者または国勢調査へ
の干渉：選挙や国勢調査の
プロセスに人々が参加する能
力を妨害するリスクに直接つな
がる可能性が高い偽情報
●加工されたメディア：明瞭
さや画像・音質の調整にとどま
らず、動画の被写体が実際に
は発言していない言葉を言った
と一般の利用者に誤解させる
ような編集または合成が、一
般の利用者にはわからない形
で行われている動画など
●プラットフォームの信頼性と
完全性を損なう誤情報（配
信の減少、警告ラベル等により
対応）

●意図にかかわらず、個人
や社会に重大な危害を及ぼ
し得る不正確な、誤解を招
く、または虚偽のコンテンツ
●公共の安全に危険を及
ぼしたり、危機または緊急事
態についてパニックを引き起
こしたりする誤情報
●誤った医療情報
●確立した科学的コンセン
サスを阻害する気候変動に
関する誤情報
●暴力的またはヘイトに満
ちた危険な陰謀論
●個人を名指しして攻撃す
る、特定の陰謀論
●現実世界の出来事につ
いて人に誤解を与えるような
やり方で編集、接合、または
合成された素材

●事実して提示された特定
の主張が、明らかに虚偽で
あるか実質的に誤解を招く
ものであり、害を及ぼす恐れ
がある場合（削除）
－まもなく実施されるか終わったば

かりの選挙の投票の時間、場所、
手段、資格要件に関する虚偽
の、または実質的に誤解を招く
情報が含まれたコンテンツ

－被害を引き起こす恐れのある脅
威、暴力、危険についての根拠
のない主張など、緊急時パニック
を誘発したり、安全対策を講じる
意欲を失わせたりするような主張

－特定の場所における人権侵害ま
たは軍事紛争の証拠として提示
された、実際には別の場所、出
来事、期間の、不正確なコンテ
ンツ

－実際の出来事を歪曲した、対象
者、他の個人やグループ、または
社会全体に害を及ぼす恐れのあ
る、加工された画像や動画など
の合成または操作されたメディア

など

●虚偽であるか実質的に誤
解を招くものではあるものの、
害を及ぼす恐れがないコン
テンツ（投稿者のネットワー
ク外での配信を制限）

主な情報伝送PFの利用規約等における「偽・誤情報」の定義・範囲

14【出典】本WG第19回（検討会第19回）会合（2024年5月15日）配付資料19-1-2「プラットフォーム事業者ヒアリングの結果（暫定版）」



主な情報伝送PFが実施する「コンテンツモデレーション」の類型
 本検討会においてヒアリングを実施したプラットフォーム事業者のうち、一部の国内事業者及び全ての国外事業者は、
偽・誤情報ポリシー等に定める禁止事項に違反した場合や同ポリシー等違反でない場合における偽・誤情報への
対応として、コンテンツモデレーション等の具体的な対応方法を回答。

 一部の国内事業者及びほぼ全ての国外事業者は、偽・誤情報に対するコンテンツモデレーション等についての考え
方や、コンテンツモデレーション等のうち投稿の削除の対象となる偽・誤情報についての例示等を回答。

15

 情報伝送PFが実施するコンテンツモデレーション（例）

 投稿の削除

 アカウントの停止・削除

 再取得したアカウントにおける投稿制限

 サービスの利用停止

 他のサービスや機能へのアクセス制限

 プロフィールの編集要請

 第三者が閲覧又はアクセスできない状態化

 表示の降格

 検索結果の上位表示の回避

 おすすめやトレンド等の対象外化

 投稿時の注意喚起や警告ラベルの表示

 閲覧を望まない第三者への非表示

 第三者に対する変化の激しい出来事ガイド、
信憑性未確認ラベルやファクトチェック結果の表示

【出典】本WG第19回（検討会第19回）会合（2024年5月15日）配付資料19-1-2「プラットフォーム事業者ヒアリングの結果（暫定版）」



インターネット・ホットラインセンター（IHC）による送信防止措置の依頼①
 警察庁の委託を受け、インターネット上の違法情報や自殺誘引等情報、重要犯罪密接関連情報の通報を受理し、

ガイドラインに基づいて警察に情報提供するとともに、サイト管理者等に送信防止措置を依頼。

16

 対応の対象となる「違法情報」
1. わいせつ電磁的記録記録媒体陳列
2. 児童ポルノ公然陳列
3. 売春目的等の誘引
4. 出会い系サイト規制法違反の禁止誘引行為
5. 薬物犯罪等の実行又は規制薬物の濫用を、公然、あおり、

又は唆す行為
6. 規制薬物の広告
7. 指定薬物等である疑いがある物品の広告
8. 危険ドラッグに係る未承認医薬品の広告
9. 預貯金通帳等の譲渡等の勧誘・誘引
10. 携帯電話等の無断有償譲渡等の勧誘・誘引
11. 識別符号の入力を不正に要求する行為（フィッシング行為）
12. 不正アクセス行為を助長する行為

（ID、パスワードの無断掲載）

 対応の対象となる「自殺誘引等情報」
1. 自殺関与

・・・自殺を仄めかしている者に対し、自殺の実行を「手伝う」「請け負う」
等と持ちかける情報

2. 自殺の誘引・勧誘
・・・集団自殺の呼びかけ等、他者の自殺を誘引・勧誘する情報

 対応の対象となる「重要犯罪密接関連情報」
1. 拳銃等の譲渡等

・・・拳銃、小銃、機関銃、砲の譲渡等を直接的かつ明示的に誘引等
する情報

2. 爆発物・銃砲等の製造
・・・爆発物又は銃砲等の不正な製造を直接的かつ明示的に助長等
していると認められる情報

3. 殺人等
・・・殺人、強盗、不同意性交等、放火、誘拐、傷害、逮捕・監禁、
脅迫を直接的かつ明示的に請負等する情報

4. 臓器売買・・・臓器売買を直接的かつ明示的に誘引等する情報

5. 人身売買・・・人身売買を直接的かつ明示的に誘引等する情報

6. 硫化水素ガスの製造
・・・硫化水素ガスの製造方法を教示し、その製造を誘引する情報

7. ストーカー行為等
・・・ストーカー行為等の規制等に関する法律のつきまとい等
若しくは位置情報無承諾取得等によって不安を覚えさせる行為
又はストーカー行為を直接的かつ明示的に請負等する情報

8. 犯罪実行者の募集
・・・具体的な仕事の内容を明らかにせずに著しく高額な報酬の支払を
示唆して行う犯罪の実行者を募集する情報
（いわゆる闇バイトの求人・求職）

【出典】IHCウェブサイト（https://www.internethotline.jp/）

https://www.internethotline.jp/


インターネット・ホットラインセンター（IHC）による送信防止措置の依頼②
 IHCは、2023年1月から12月までの12か月間で393,942件（運用ガイドラインに基づく分析件数としては

394,316件）の通報を受理。

17【出典】IHCウェブサイト（https://www.internethotline.jp/）

 違法情報の処理結果  重要犯罪密接関連情報の処理結果  自殺誘引等情報の処理結果

https://www.internethotline.jp/


薬機法に基づく厚生労働大臣・都道府県知事による送信防止措置要請①
 薬機法（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律）は、医薬品等の名称、効能、

効果又は性能に関して、虚偽・誇大広告を禁止。
 上記を含めた広告規制に違反する広告について、厚生労働大臣又は都道府県知事は、特定電気通信役務提供
者（情報伝送PFなど）に対し、その送信を防止する措置の実施を要請できる。

 上記要請を受けて送信防止措置を講じた特定電気通信役務提供者は、当該措置により発信者に生じた損害につ
いて、当該措置が当該広告である情報の不特定の者に対する送信を防止するために必要な限度において行われた
ものであるときは免責。

18

 薬機法の関連条文
（誇大広告等）
第六十六条 何人も、医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器又は再生医療等製品の名称、製造方法、効能、効果又は性能に関して、明示的であると

暗示的であるとを問わず、虚偽又は誇大な記事を広告し、記述し、又は流布してはならない。
２ 医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器又は再生医療等製品の効能、効果又は性能について、医師その他の者がこれを保証したものと誤解されるおそ

れがある記事を広告し、記述し、又は流布することは、前項に該当するものとする。
３ （略）
（違反広告に係る措置命令等）
第七十二条の五 （略）
２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、第六十六条第一項又は第六十八条の規定に違反する広告（次条において「特定違法広告」という。）である特

定電気通信（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（平成十三年法律第百三十七号）第二条第
一号に規定する特定電気通信をいう。以下同じ。）による情報の送信があるときは、特定電気通信役務提供者（同法第二条第三号に規定する特定電
気通信役務提供者をいう。以下同じ。）に対して、当該送信を防止する措置を講ずることを要請することができる。

（損害賠償責任の制限）
第七十二条の六 特定電気通信役務提供者は、前条第二項の規定による要請を受けて特定違法広告である特定電気通信による情報の送信を防止する

措置を講じた場合その他の特定違法広告である特定電気通信による情報の送信を防止する措置を講じた場合において、当該措置により送信を防止された
情報の発信者（特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律第二条第四号に規定する発信者をいう。以下
同じ。）に生じた損害については、当該措置が当該情報の不特定の者に対する送信を防止するために必要な限度において行われたものであるときは、賠償の
責めに任じない。



薬機法に基づく厚生労働大臣・都道府県知事による送信防止措置要請②
 虚偽・誇大広告と併せて禁止されている無承認医薬品の広告（薬機法68条）については、「インターネット上の
無承認医薬品及び指定薬物等に係る広告監視指導について」（平成26年12月17日薬食監麻発1217第1号
厚生労働省医薬食品局監視指導・麻薬対策課長通知）において、都道府県知事が特定電気通信役務提供者
に対して送信防止措置の実施を要請する場合の手順・方式（事後に厚生労働省宛てに連絡することを含む）を
規定・公表。
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 無承認医薬品及び指定薬物等に係るインターネット上の違法情報を発見した場合の対応について
（「インターネット上の無承認医薬品及び指定薬物等に係る広告監視指導について」別添）

１ 無承認医薬品に係るインターネット上の違法情報を発見した場合の対応について
（２）違反業者等への指導取締り、関係行政機関との連携

○ 無承認医薬品に係る違法情報を発見した場合は、管内の業者等であることが判明している場合には、広告の中止等の措置を行
うよう指導を行い、指導に従わない場合は、当該業者等に対して、法第72条の５第１項の規定により、当該広告の中止等の措置
を行うよう命ずる。
なお、悪質な場合は、必要に応じて、警察等との連携を検討されたい。

（略）

（３）特定電気通信役務提供者への削除要請
管内の業者等に対し上記(２)の指導等を行っても、当該業者等がインターネット上の無承認医薬品に係る違法情報の削除等を行

わない場合には、法第72条の５第２項に基づき、別紙様式１を用いて特定電気通信役務提供者へ違法情報の送信防止措置を
講ずることを要請できる。

なお、危険ドラッグに係る無承認医薬品の広告である場合には、当該情報の流通により甚大な保健衛生上の危害の発生のおそれ
があり、当該違法情報を削除する緊急性が高いことから、違反業者等への上記(２)の指導等と並行して、又はこれに先行して当該要
請を行うこととして差し支えない。

また、特定電気通信役務提供者に対して無承認医薬品に係る違法情報の送信防止措置を講じた場合には、当課あてに別紙様
式２を用いて速やかに連絡いただくようお願いする。

【出典】厚生労働省ウェブサイト（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iyakuhin/koukokukisei/index.html）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iyakuhin/koukokukisei/index.html


法務省人権擁護機関による人権侵害情報の削除要請
 名誉毀損、プライバシー侵害、不当な差別的言動等のインターネット上の人権侵害情報による人権侵犯事件につ

いて、被害者等から相談を受けるなどした法務局は、必要な調査を行い、被害者に対して助言等の援助を行うほか、
プロバイダ等（情報伝送PFなど）に対して任意の削除要請を行う。

20【出典】総務省「誹謗中傷等の違法・有害情報への対策に関するワーキンググループ（第7回）」（2023年6月1日）配付資料1「インターネット上の人権侵犯事件の処理について」（法務省）



２ 情報伝送PFが与える情報流通の健全性への
影響の軽減に向けた方策の在り方

21



 情報伝送PFは、自らが設計するサービスアーキテクチャ（サービスに組み込まれたアルゴリズムを含む）や利用規約
等を含むビジネスモデルがもたらす将来にわたる社会的影響を事前に予測し、その結果を踏まえて、影響を軽減する
ための措置を検討・実施することが適当と考えられるところ、

• 偽・誤情報に対するコンテンツモデレーション等を直接的に促進等することに重ねて、このような影響予測・軽減措置の確実な
実施を制度的に担保する必要性について、どう考えるか。
※ 予測の指標の明確性・軽減措置の実効性に課題がある一方で、特に違法性・権利侵害性はないが有害な偽・誤情報の流通・拡散による社会的

影響の軽減に向けた方策としては、表現の自由への過度の制約を避ける観点からも、情報伝送PFの自主性・裁量を認めながら影響予測・軽減措
置の実施を促していくことが必要かつ適当という指摘も存在することについて、どう考えるか。

※ レコメンデーションシステムやターゲティング技術を通じ、個人の特性や状況に応じた脆弱性に着目してコンテンツや広告の表示先・表示順位が決定さ
れることにより、偽・誤情報の流通・拡散等による社会的影響が深刻化するリスクが指摘されているところ、こうしたリスクへの対応を含め、情報伝送PF
のサービスアーキテクチャに起因する社会的影響を軽減するための方策としては、当該サービスアーキテクチャを自ら設計する情報伝送PF自身に影響
予測と軽減措置の実施を求めることが適当との指摘も存在することについて、どう考えるか。

※ 影響予測の指標に関し、本検討会で検討されている「情報流通の健全性」に関する基本理念が指針になり得るか。

 影響予測の指標を明確化し、軽減措置の実効性を担保するために、民産学官を含むマルチステークホルダーが実
施指針を策定し、影響予測の結果や講じられた軽減措置の効果を検証・評価することなどが考えられるところ、

• この場合の民産学官の具体的な役割分担をどのように考えるか。
• マルチステークホルダーによる検証・評価能力をどのように確保するか。

例）マルチステークホルダー（又はこれを構成する研究者・研究機関）に情報伝送PFから関連する情報やデータが確実に提供されることを制度的に担
保する必要性について、どう考えるか。この場合、当該情報やデータに含まれる個人情報や機密情報の適正な取扱いをどのように担保するか。

• マルチステークホルダーが策定した実施指針や検証・評価の結果を情報伝送PFのサービスに確実に反映するための方法として、
どのようなものが適当か。
※ 例えば次の①～④などが考えられるが、どうか。

① 実施指針を踏まえた行動規範を各情報伝送PFが策定・公表 ② 検証・評価の結果を公表
③ 検証・評価の結果を踏まえ、情報伝送PFにおいて影響軽減策を自主的に策定・公表
④ 検証・評価の結果の中に具体的な影響軽減策を含めた上で、情報伝送PFにおいて当該影響軽減策を確実に実施
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（１）情報伝送PFによる社会的影響の予測・軽減措置の実施

２ 情報伝送PFが与える情報流通の健全性への影響の軽減に向けた方策の在り方：引き続き検討が必要な論点①



 情報伝送PFは、災害発生時等、限られた時間の中で多くの人の間で適時に正確な情報の共有が求められる場面
において、公共的役割として人々にとって必要な正確な情報を迅速かつ適時・確実に伝送すべく、平時から計画を
立て、災害発生時等には当該計画に従って即応することを検討することが適当と考えられるところ、

• こうした計画の一部として、災害発生時等に自社のビジネスモデルがもたらす社会的影響を平時から予測し、有効な軽減措置
をあらかじめ検討しておく必要性について、どう考えるか。

• この場合の「災害発生時等」に該当するための要件や、始期・終期を誰がどのような手続で決定するのかについては、明確に定めら
れる必要があり、少なくとも始期・終期についてはマルチステークホルダーの協議によって決定することを検討することが適当と考えられ
るところ、こうしたマルチステークホルダーによる協議・決定のプロセスについて、透明性を確保しつつ、具体的にどのように定めること
が必要かつ適当か。
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（２）特に災害発生時等における対応

２ 情報伝送PFが与える情報流通の健全性への影響の軽減に向けた方策の在り方：引き続き検討が必要な論点②



参考資料
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事業者に自社サービス等の運営状況等を事後的に評価させる制度の具体例（国内）

25

特定利用者情報の取扱状況の評価 特定DPFの透明性及び公正性についての評価 踏切道の改良の完了後の安全かつ円滑な
交通の確保に関する状況についての評価

根拠規定 電気通信事業法27条の9 DPF取引透明化法9条 踏切道改良促進法12条

事
業
者
に
よ
る
自
己
評
価

評価主体 法27条の5の規定により指定された電気通信事業
者（指定電気通信事業者）

特定DPF提供者 法3条1項の規定による指定に係る鉄道事業者及
び道路管理者

評価の
タイミング

毎事業年度 毎年度末日から2月以内 踏切道の改良の完了後、遅滞なく

評価対象 特定利用者情報の取扱いの状況
・・・少なくとも次に掲げる事項：
a. 直近の事業年度における情報取扱規程及び

情報取扱方針の遵守状況
b. 直近の事業年度における特定利用者情報の

漏えい

a. 特定DPFについての苦情の処理及び紛争の解
決に関する事項

b. 特定DPFの提供条件等の開示の状況に関す
る事項

c. 特定DPF提供者と商品等提供利用者との間
の取引関係における相互理解の促進を図るた
めに必要な措置として講じた措置に関する事項

d. 特定DPFの事業の運営実態を踏まえ、透明性
及び公正性の観点から特に留意して講じた措
置に関する事項

当該踏切道の改良の完了後の踏切道における以
下の事項：
a. 交通量
b. 踏切事故の発生状況
c. その他の安全かつ円滑な交通の確保に関する

状況

評価項目・
勘案事項等

直近の事業年度における以下の事項：
• 社会情勢
• 技術の動向
• 外国の制度
• サイバーセキュリティに対する脅威
• その他の状況の変化

a. の事項について：
• 商品等提供利用者からの苦情及び紛争の件数
• 苦情及び紛争の主な類型
• 苦情及び紛争の処理期間の平均期間
• 苦情及び紛争の結果の概要

b. の事項について：
• 利用者に開示した提供条件の内容
• 当該提供条件が法定の方法により開示されたことを示す内容

c. の事項について：
• 指針※2.1～2.4に記載された基本的な考え方に示されたそれ

ぞれの方向性（公正性確保のための体制・手続整備、苦情・
紛争処理解決のための体制・手続整備、コミュニケーションを国
内で管理する者の設置、その他取引先事業者の事情を考慮す
るために必要な措置）を実現するために講じた措置の具体的な
内容

• 当該措置が当該方向性を実現する上で適切かつ有効なものと
考える理由

当該踏切道の改良の完了後の踏切道が特定指定
要因基準（注）に該当するかどうか
（注）改良すべき踏切道としての国土交通大臣による指定に際し
て該当するとされた基準（例：1日当たりの踏切自動車交通遮断
量が5万以上など）

※ 特定デジタルプラットフォーム提供者が商品等提供利用者との間の取引関係における相互理解の促進を図るために講ずべき措置についての指針（令和3年経済産業省告示第16号）



事業者に自社サービス等の運営状況等を事後的に評価させる制度の具体例（国内）
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特定利用者情報の取扱状況の評価 特定DPFの透明性及び公正性についての評価 踏切道の改良の完了後の安全かつ円滑な
交通の確保に関する状況についての評価

第
三
者
に
よ
る
検
証
・
評
価

検証・評価主体 - 経済産業大臣 国土交通大臣

検証・評価の項目・
勘案事項等

-

特定DPF提供者が、自らが講じた措置により指
針「2 基本的な考え方」に示された以下の事項
に関する方向性を適切かつ有効に実現している
か
• 公正性確保のための体制・手続整備
• 苦情・紛争処理解決のための体制・手続整

備
• コミュニケーションを国内で管理する者（国内

管理人）の設置
• その他取引先事業者の事情を考慮するため

に必要な措置

踏切道の改良の完了後においてもなお、改良す
べき踏切道の指定に係る基準に該当することとな
る踏切道について、安全かつ円滑な交通の確保
を図ることが特に必要であると認められるか

検証・評価結果を
サービス等へ反映
する方法

-

• 経済産業大臣において、評価の結果を特定
DPF提供者による自己評価を含む報告書の
概要とともに公表

• 特定DPF提供者において、経済産業大臣に
よる評価の結果を踏まえ、特定DPFの透明性
及び公正性の自主的な向上に努める

• 経済産業大臣において、独占禁止法違反の
おそれがあると認められる事案を把握した場合、
公正取引委員会に対し対処を要請

国土交通大臣において、鉄道事業者及び道路
管理者に対し、地方踏切道改良計画の変更等
を勧告

（続き）



事業者に自社サービス等が外部的な権利・利益に与える影響等を事前に予測させる制度の具体例（国内）①

27

内部統制報告制度 特定個人情報保護評価

根拠規定 金融商品取引法24条の4の4 マイナンバー法28条

事
業
者
に
よ
る
事
前
予
測

予測主体 上場会社等（の経営者） 行政機関の長等

予測の
タイミング

毎事業年度 • 特定個人情報ファイルを保有しようとするとき
• 当該特定個人情報ファイルについて重要な変更を加えようとするとき

予測対象 当該会社における財務報告が法令等に従って適正に作成されるための体制
（財務報告に係る内部統制（注））の有効性
（注）以下の4つの目的が達成されているとの合理的な保証を得るために、業務に組み込まれ、組織
内の全ての者によって遂行されるプロセス：
a. 業務の有効性及び効率性
b. 報告の信頼性
c. 事業活動に関わる法令等の遵守
d. 資産の保全

特定個人情報の漏えいその他の事態の発生の危険性及び影響

予測の項目・
勘案事項等

• 統制環境
例）経営者は、信頼性のある財務報告を重視し、財務報告に係る内部統制の役割を含め、財
務報告の基本方針を明確に示しているか など

• リスクの評価と対応
例）信頼性のある財務報告の作成のため、適切な階層の経営者、管理者を関与させる有効なリ
スク評価の仕組みが存在しているか など

• 統制活動
例）信頼性のある財務報告の作成に対するリスクに対処して、これを十分に軽減する統制活動を
確保するための方針と手続を定めているか など

• 情報と伝達
例）信頼性のある財務報告の作成に関する経営者の方針や指示が、企業内の全ての者、特に
財務報告の作成に関連する者に適切に伝達される体制が整備されているか など

• モニタリング
例）日常的モニタリングが、企業の業務活動に適切に組み込まれているか など

• IT（情報技術）への対応
例）経営者は、ITに関する適切な戦略、計画等を定めているか など

• 特定個人情報ファイルを取り扱う事務に従事する者の数
• 特定個人情報ファイルに記録されることとなる特定個人情報の量
• 行政機関の長等における過去の個人情報ファイルの取扱いの状況
• 特定個人情報ファイルを取り扱う事務の概要
• 特定個人情報ファイルを取り扱うために使用する電子情報処理組織の仕

組み及び電子計算機処理等の方式
• 特定個人情報ファイルに記録された特定個人情報を保護するための措置

例）
・ 権限のない者によって不正に使用されるリスクへの対策（ユーザ認証の管理など）
・ 不正な提供・移転が行われるリスクへの対策
（特定個人情報の提供・移転に関するルールなど）

・ 特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスクへの対策
（事故発生時手順の策定・周知など）

• 特定個人情報ファイルの取扱いにより個人の権利利益を害する可能性の
ある要因

予測の指針
（策定主体）

財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準（企業会計審議会） 特定個人情報保護評価指針（個人情報保護委員会）



事業者に自社サービス等が外部的な権利・利益に与える影響等を事前に予測させる制度の具体例（国内）①

28

内部統制報告制度 特定個人情報保護評価

第
三
者
に
よ
る
検
証
・
評
価

検証・評価主体 公認会計士又は監査法人 個人情報保護委員会

検証・評価の項目・
勘案事項等

• 経営者による全社的な内部統制の評価の妥当性
・・・この検討に当たって、取締役会、監査役等、内部監査等、経営レ
ベルにおける内部統制の整備及び運用状況について十分に考慮

• 経営者による業務プロセスに係る内部統制の評価の妥当性
・・・この検討に当たって、経営者による全社的な内部統制の評価の状
況を勘案し、業務プロセスを十分に理解した上で、経営者が統制上の
要点を適切に選定しているかを評価

• 適合性：特定個人情報保護評価指針に定める実施手順等に適合し
た特定個人情報保護評価を実施しているか

• 妥当性：特定個人情報保護評価の内容は、特定個人情報保護評
価指針に定める特定個人情報保護評価の目的等に照らし妥当と認め
られるか

検証・評価結果を
サービス等へ反映
する方法

• 内部統制報告書の提出を受けた内閣総理大臣においてこれを公衆縦
覧

• 内部統制報告書への虚偽記載に対する法定の民事・刑事責任

• 個人情報保護委員会において、必要と認めるときは、マイナンバー法の
規定に基づく指導・助言、勧告・命令等を行い、行政機関の長等による
予測の結果を記載した評価書の再提出その他の是正を求める

（続き）



事業者に自社サービス等が外部的な権利・利益に与える影響等を事前に予測させる制度の具体例（国内）②

29

環境影響評価 発電用原子炉施設の安全性向上評価

根拠規定 環境影響評価法 原子炉等規制法43条の3の29

事
業
者
に
よ
る
事
前
予
測

予測主体 土地の形状の変更、工作物の新設等の事業を行う事業者 発電用原子炉設置者

予測のタイミング 事業を実施しようとするとき 定期事業者検査の終了日以降6月を超えない時期

予測対象 事業の実施が環境に及ぼす影響 発電用原子炉施設の安全性

予測の項目・
勘案事項等

事業の種類（例：道路の新設及び改築の事業、ダムの新築、堰の新築
及び改築の事業、鉄道・軌道の建設及び改良の事業など）ごとに主務
省令（注）で定めるところにより事業者が選定した項目
（注）例えば「道路事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び
評価を合理的に行うための手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針
等を定める省令」は、道路事業に係る環境影響評価の項目について、以下のような項目を勘案
して選定するものとする：
• 建設機械の稼働や資材及び機械の運搬に用いる車両の運行による粉じん等、騒音、振動

への影響
• 工事施工ヤードや工事用道路等の設置による重要な地形及び地質への影響
• 自動車の走行による二酸化窒素、浮遊粒子状物質、騒音、振動への影響 など

a. 発電用原子炉施設において予想される事故の発生及び拡大の防止のた
め次に掲げる措置を講じた場合における当該措置及びその措置による事
故の発生の防止等の効果に関する事項

• 事故の発生の防止等に資する設備又は機器の設置
• 保安の確保のための人員の増強、保安教育の充実等による事故の発生の防止等を着実に実

施するための体制の整備

b. 上記措置を講じたにもかかわらず、重大事故の発生に至る可能性がある
場合には、その可能性に関する事項

予測の指針
（策定主体）

事業の種類ごとに主務省令で定める（主務大臣） 実用発電用原子炉の安全性向上評価に関する運用ガイド（原子力規制委
員会）

第
三
者
に
よ
る
検
証
・
評
価

検証・評価主体 免許等を行う者 原子力規制委員会

検証・評価の項
目・勘案事項等

対象事業につき、環境の保全についての適正な配慮がなされるものである
かどうか

予測（評価）に係る調査及び分析並びに評定の方法が原子力規制委員
会規則で定める方法（注）に適合しているか
（注）当該発電用原子炉施設について、技術基準において設置すべきものと定められているものが設
置されていること、認可を受けた保安規定に定める措置が講じられていること等を確認することなど

検証・評価結果を
サービス等へ反映
する方法

免許等を行う者において、検証・評価（審査）の結果を踏まえ、免許等
を拒否する処分を行い、又は免許等に必要な条件を付す

原子力規制委員会において、調査若しくは分析又は評定の方法の変更を命
令（違反に対しては20万円以下の過料）



30【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EUデジタルサービス法（DSA）に基づくシステミックリスクの評価制度の概要①



31【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EUデジタルサービス法（DSA）に基づくシステミックリスクの評価制度の概要②



【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EUデジタルサービス法（DSA）に基づくシステミックリスクの評価制度の概要③
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【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EUデジタルサービス法（DSA）に基づくシステミックリスクの評価制度の概要④
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DSAとEU行動規範の関係①

34【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



DSAとEU行動規範の関係②

35【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



DSAとEU行動規範の関係③

36【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



DSAとEU行動規範の関係④

37【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-2「EU・英国におけるリスク評価の概要」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



DSAとEU行動規範の関係⑤

38【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



EU行動規範の概要①

39【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



EU行動規範の概要②

40【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



EU行動規範の概要③

41【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



EU行動規範（2018年版）の策定過程①

42【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-2（山本(健)構成員ご発表資料）



EU行動規範（2018年版）の策定過程②

43【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-2（山本(健)構成員ご発表資料）



EU行動規範（2018年版）の策定過程③

44【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-2（山本(健)構成員ご発表資料）



EU行動規範（2018年版）の策定過程④

45【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-2（山本(健)構成員ご発表資料）



EU行動規範（2022年版）の策定過程①

46【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-2（山本(健)構成員ご発表資料）



EU行動規範（2022年版）の策定過程②

47【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-2（山本(健)構成員ご発表資料）



EU行動規範（2022年版）の策定過程③

48【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-2（山本(健)構成員ご発表資料）



49【出典】本WG第5回会合（2024年3月4日）配付資料WG5-1-6「EU DSA法（Digital Services Act）の概観」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU DSA中の研究機関等へのデータ提供に関する規律

 当局（デジタルサービス調整機関（DSC）・欧州委員会）から理由付きの要請を受けた
VLOP／VLOSEの提供者に対し、次を義務付け：

• DSAの遵守状況のモニタリング及び評価に必要なデータへのアクセスを当局に提供（1項）
• システミックリスクの検知・特定・理解及びリスク軽減措置の適正性・有効性・影響の評価に資する研究に
必要なデータへのアクセスを当局の認定を受けた適格な研究者に提供（4項）

※提供されたデータの目的外利用を禁止する規定あり
※VLOP／VLOSEの提供者は、サービスのセキュリティや機密情報の保護に重大な脆弱性をもたらす可能性がある等の理由で

要請内容の変更を申し立てることが可能

 （当局からの要請の有無にかかわらず）VLOP／VLOSEの提供者に対し、次を義務付け：
• 公開データへのアクセスをセキュリティ要件等を満たす研究者に提供（12項）
※提供されたデータはシステミックリスクの検知・特定・理解に資する研究の目的でのみ利用可



50【出典】本WG第5回会合（2024年3月4日）配付資料WG5-1-6「EU DSA法（Digital Services Act）の概観」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU DSA 第40条に関する欧州委員会による執行状況



51【出典】本WG第5回（検討会第10回）会合（2024年2月27日）配付資料10-2（澁谷構成員ご発表資料）

偽・誤情報流通等の調査研究を行う上での課題（検討会 澁谷構成員ご発表資料より）①



52【出典】本WG第5回（検討会第10回）会合（2024年2月27日）配付資料10-2（澁谷構成員ご発表資料）

偽・誤情報流通等の調査研究を行う上での課題（検討会 澁谷構成員ご発表資料より）②



53【出典】本WG第22回（検討会第20回）会合（2024年5月24日）配付資料20-1（鳥海教授・みずほリサーチ＆テクノロジーズ・Onerootご発表資料）

フィルターバブル等に関する調査（鳥海教授ほか）からの示唆①



54【出典】本WG第22回（検討会第20回）会合（2024年5月24日）配付資料20-1（鳥海教授・みずほリサーチ＆テクノロジーズ・Onerootご発表資料）

フィルターバブル等に関する調査（鳥海教授ほか）からの示唆②



55【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-1「EUにおける災害時等の特例」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EUにおける危機発生時等の規律について①



56

EUにおける危機発生時等の規律について②

【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-1「EUにおける災害時等の特例」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）
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EUにおける危機発生時等の規律について③

【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-1「EUにおける災害時等の特例」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



58

EUにおける危機発生時等の規律について④

【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-1「EUにおける災害時等の特例」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



59

EUにおける危機発生時等の規律について⑤

【出典】本WG第12回会合（2024年4月5日）配付資料WG12-1-1「EUにおける災害時等の特例」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



３ マルチステークホルダーによる連携・協力の
枠組み整備の在り方

60



 デジタル空間における情報流通に関わる特定のステークホルダーに影響を与える重要な協議・決定（ガイドラインや
行動規範の策定・推進等）については、
① 政府による大枠の制度設計の下、
② 当該影響を受けるステークホルダーを含む民産学のステークホルダーが一時的に協議・決定を担い、
③ そうした協議・決定への違反その他の機能不全が生じた場合に、補完的に政府が関与する
という段階的・多層的な形を基本とすることが適当と考えられるところ、

• こうした協議・決定のための連携・協力の場に、具体的にどのような主体が参加することが適当か。
 我が国においては、主として情報発信に関わる個人や情報受信に関わる利用者・消費者その他の市民社会の利益

代表となる主体の数が必ずしも多くないところ、
• 市民社会の利益をマルチステークホルダーによる協議・決定に反映させるための方策として、どのようなものが必要かつ適当か。

61

（１）連携・協力の主体

３ マルチステークホルダーによる連携・協力の枠組み整備の在り方：引き続き検討が必要な論点

 マルチステークホルダーによる協議・決定の実効性をどのように担保するか。
例）枠組みとしての会議体がその構成員（連携・協力の主体）に対して情報提供、意見表等の必要な協力を求めることができ、構成員は会議体の協

議結果に基づき必要な取組を行うものとするなど、会議体に一定の役割・権限等を持たせることが考えられるが、どうか。

 協議・決定の過程で交換される情報やデータに含まれる個人情報や機密情報の適正な取扱いをどのように担保す
るか。
例）個人情報の取扱いの適法性を担保するため、会議体が構成員に対し情報提供を求めることができる旨を法律上明文化したり、機密情報の漏洩等

を防止するため、会議体の構成員等に罰則付きの守秘義務を課したりすることが考えられるが、どうか。

（２）連携・協力の枠組みの具体的な在り方



参考資料
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63【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

EU行動規範の運用に係る機関設計



64【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）

豪州行動規範の運用に係る機関設計



NZ行動規範の運用に係る機関設計

65【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



機関設計に関する３者（EU・豪州・NZ）比較

66【出典】本WG第8回会合（2024年3月18日）配付資料WG8-1「EU・豪州・ニュージーランド・英国における行動規範の策定状況」（株式会社野村総合研究所ご発表資料）



法的位置付けのない民間主導の連携・協力枠組みの具体例（国内）①

67

Disinformation対策フォーラム Innovation Nippon
発足・活動開始時期 • 2020年6月 • 2013年7月
目的・活動内容等 • 総務省「プラットフォームサービスに関する研究会 最終報告

書」（2020年2月）において、「産学官民の多様なステーク
ホルダーによる協力関係の構築を図り、対話の枠組みを設ける
ことが重要」であることが指摘されたこと等を踏まえ、偽情報流
通の実態を正確に把握し、その対応について多面的に検討す
べく、多様なステークホルダーによる協力関係の構築を図り、対
話の枠組みを設けることを目的として、（一社）セーファーイン
ターネット協会（SIA）が設置

• 国際大学グローバル・コミュニケーション・センター
（GLOCOM）が、グーグル合同会社のサポートを受けて立ち
上げた研究プロジェクト

• 情報通信技術（IT）を通じて日本におけるイノベーションを促
進することを目的

• 法制度や、産業振興・規制緩和等の政策のあり方、ビジネス
慣行などに関する産学連携の実証的なプロジェクトを行い、関
係機関の政策企画・判断に役立ていただくための提言などを
行う

参加主体 • 有識者（研究者等） ※詳細は後述
• Facebook Japan（株）
• Google（同）
• LINEヤフー（株）
• Twitter Japan（株）

• 国際大学GLOCOM
• グーグル（同）

オブザーバー • 政府機関（総務省、消費者庁）
• 伝統メディア（日本新聞協会、日本放送協会、日本民間放

送連盟）
-

主な取組事例等 • ワクチンデマ対策シンポジウム（2021年7月） ※SIA主催
• 報告書（2022年3月）

• 報告書「偽・誤情報、ファクトチェック、教育啓発に関する調
査」（2024年4月）



法的位置付けのない民間主導の連携・協力枠組みの具体例（国内）②

68

クレジットカード・セキュリティ官民対策会議 放送倫理・番組向上機構（BPO）

発足・活動開始時期 • 2024年4月 • 2003年2月

目的・活動内容等 • 時々刻々と変化する番号窃取・不正利用技術等への対策に継続
的・効果的に取り組んでいくため、不正利用の状況、関係事業者に
おける取組状況の共有や対策の方向性等についての議論を行う

• 活動内容等：
1. クレジットカード番号の漏洩・不正利用被害状況の共有
2. 事業者によるセキュリティ対策の現状や課題の共有
3. 海外における取組状況の共有
4. 対策の方向性に関する意見交換 等

• 放送における言論・表現の自由を確保しつつ、視聴者の基本的人
権を擁護するため、放送への苦情や放送倫理の問題に対応する、
第三者の機関

• 主に、視聴者などから問題があると指摘された番組・放送を検証して、
放送界全体、あるいは特定の局に意見や見解を伝え、一般にも公
表し、放送界の自律と放送の質の向上を促す

参加主体 • クレジットカード会社
• 決済代行業者
• 学識者
• （独）国民生活センター
• 関係業界団体
• 経済産業省
※詳細は後述

• 日本放送協会（NHK）
• （一社）日本民間放送連盟（民放連）
• 民放連会員社

オブザーバー • 政府機関（警察庁、消費者庁）
• ビザ・ワールドワイド・ジャパン
• オンラインマーケットプレイス協議会

-

主な取組事例等 • 2024年4月9日開催の第1回会合にて以下を議論：
（１）クレジットカードのセキュリティ対策について

（経済産業省の取組）
（２）クレジットカード不正利用被害の状況（国際動向含む）、
（３）クレジットカード・セキュリティガイドラインの改訂、

対策の進捗状況

• 放送倫理検証委員会による取組
• 放送人権委員会による取組
• 青少年委員会による取組
※詳細は後述



法的位置付けのある民間主導の連携・協力枠組みの具体例（国内）
認定送信型対電気通信設備サイバー攻撃対処協会 認定匿名加工医療情報作成事業者

根拠法令 • 電気通信事業法116条の2 • 次世代医療基盤法※9条
枠組みの概要 • 電気通信事業者がDDoS攻撃等のサイバー攻撃への対応

を共同して行うため、サイバー攻撃の送信元情報の共有や
C&Cサーバの調査研究等の業務を行う第三者機関として認
定

• 国が認定した事業者が、制度に協力する医療機関等から国
民・患者の医療情報を収集

• 認定事業者は、医療分野の研究開発に必要な情報のみを、
研究機関や製薬企業などに提供

• 研究機関や製薬企業などは、提供された医療情報を活用し、
医療分野の研究開発を行う

法定の権限・責務等 • 電気通信事業者に関する情報の提供を総務大臣から受け
る権限

• 役職員又は役職員であった者への秘密保持義務（違反に
対しては1年以下の懲役又は50万円以下の罰金）

• 医療機関等からの医療情報の提供につき、個人情報の保
護に関する法律の特例を規定

• 厳格なセキュリティ対策の実施
• データベース化された医療情報等の不正提供等を禁止（違

反に対しては2年以下の懲役又は100万円以下（法人重
科：1億円以下）の罰金）

• 不正な利益目的による医療情報等の提供等を禁止（違反
に対しては1年以下の懲役又は100万円以下（法人重
科：1億円以下）の罰金）

• 不当な目的による医療情報等の利用等を禁止（違反に対
しては1年以下の懲役又は50万円以下の罰金）

実際に認定された者
（2024年4月現在）

• （一社）ICT-ISAC • （一社）ライフデータイニシアティブ
• （一財）日本医師会医療情報管理機構
• （一財）匿名加工医療情報公正利用促進機構

※医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報及び仮名加工医療情報に関する法律
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法律に基づき設置された協議会等の具体例（国内）①
取引デジタルプラットフォーム官民協議会 サイバーセキュリティ協議会

根拠法令 • 取引デジタルプラットフォームを利用する消費者の利益の保護に関す
る法律6条

• サイバーセキュリティ基本法17条

設置者 • 内閣総理大臣 • サイバーセキュリティ戦略本部長及びその委嘱を受けた国務大臣

設置目的 • 取引デジタルプラットフォーム（DPF）を利用する消費者の利益の保
護のための取組を効果的かつ円滑に行うため

• サイバーセキュリティに関する施策の推進に関し必要な協議を行うた
め

構成員

• 内閣総理大臣
• 国の関係行政機関
• 取引DPF提供者を構成員とする団体
• （独）国民生活センター
• 地方公共団体
• 消費者団体
• （必要な場合）学識経験者その他官民協議会が必要と認める者

• 国の関係行政機関の長
• 地方公共団体又はその組織する団体
• 重要社会基盤事業者※1又はその組織する団体
• サイバー関連事業者※2又はその組織する団体
• 大学その他の教育研究機関又はその組織する団体
• その他設置者が必要と認める者
※ 連絡調整事務は（一社）JPCERTコーディネーションセンターが担当

法定の事
務等

• 必要な情報を交換
• 取引DPFを利用する消費者の利益の保護のための取組に関する協

議
⇒構成員は、協議結果に基づき、取引DPFを利用する消費者の保
護のために必要な取組を行う

• 内閣総理大臣に対し、取引DPFを利用して行われる通信販売に係
る取引の適正化及び紛争の解決の促進に関する施策に関し意見を
述べる

-

法定の権
限・責務等

• 構成員に対し、取引DPFを利用して行われる通信販売に係る取引
に関する情報の提供、意見の表明その他の必要な協力を求めること
ができる

• 事務従事者又は事務従事者であった者への秘密保持義務（違反
に対しては1年以下の懲役又は50万円以下の罰金）

• 構成員に対し、サイバーセキュリティに関する施策の推進に関し必要
な資料の提出、意見の開陳、説明その他の協力を求めることができ
る
⇒正当な理由がある場合を除き、構成員に応答義務あり

• 事務従事者又は事務従事者であった者への秘密保持義務（違
反に対しては1年以下の懲役又は50万円以下の罰金）
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※1 国民生活及び経済活動の基盤であって、その機能が停止し、又は低下した場合に国民生活又は経済活動に多大な影響を及ぼすおそれが生ずるものに関する事業を行う者
※2 インターネットその他の高度情報通信ネットワークの整備、情報通信技術の活用又はサイバーセキュリティに関する事業を行う者



法律に基づき設置された協議会等の具体例（国内）②
配偶者からの暴力の防止・被害者の保護のための協議会 孤独・孤立対策地域協議会

根拠法令 • 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律5条
の2

• 孤独・孤立対策推進法15条

設置者 • 都道府県 ※設置は努力義務
• 市町村 ※設置は任意

• 地方公共団体 ※設置は努力義務

設置目的 • 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため • 孤独・孤立対策を推進するために必要な連携及び協働を図るため

構成員

• 関係機関
• 関係団体
• 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関連する職務に従

事する者
• その他の関係者

• 当事者等（孤独・孤立の状態にある者及びその家族等）に対する
支援に関係する機関及び団体

• 支援に関係する職務に従事する者
• その他の関係者

法定の事
務等

• 被害者に関する情報その他被害者の保護を図るために必要な情
報の交換

• 被害者に対する支援の内容に関する協議

• 必要な情報を交換
• 支援の内容に関する協議

⇒構成員は、協議結果に基づき、支援を行う
• （設置地方公共団体の長が構成員のうちから指定した孤独・孤立

対策調整機関において）協議会に関する事務を総括するとともに、
必要な支援が適切に行われるよう、協議会の定めるところにより、構
成員が行う支援の状況を把握しつつ、必要に応じて他の構成員が
行う支援を組み合わせるなど構成員相互の連絡調整を行う

法定の権
限・責務等

• 構成員に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な
協力を求めることができる

• 事務従事者又は事務従事者であった者への秘密保持義務（違
反に対しては1年以下の懲役又は50万円以下の罰金）

• 構成員に対し、支援の対象となる当事者等に関する情報の提供、
意見の開陳その他の必要な協力を求めることができる

• 事務従事者又は事務従事者であった者への秘密保持義務（違
反に対しては1年以下の懲役又は50万円以下の罰金）
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